
 

 

 

概要版 

令和 7年 3月 

岡 崎 市 

I. 調査の概要 

1 調査の目的 

本調査は、家庭、地域、職場等における男女共同参画に関する市民の意識や男女の平等・社会参加の実態、

事業者における女性活躍や男女の平等に関する実態等を調査し、男女共同参画社会の実現やさらなる女性活

躍推進に向けての施策検討と、「岡崎市男女共同参画基本計画」見直しのための基礎資料とすることを目的

として実施しました。 

 

2 調査の実施概要 

グラフ等を見る際の留意点 

・グラフの中の「n」とは、Number of Cases の略で、各設問に該当する回答者総数を表しています。 

・グラフの中の「％」は、小数点第 2 位以下を四捨五入しているため、単数回答の設問（1 つだけに〇をつけ

る）であっても、合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になるため、回答の合計比

率が 100.0％にならない場合があります。 

 

区分 対象 調査方法 調査期間 回収数 回収率 

市民 
18 歳以上の男女各 1,500 人、

計 3,000人を無作為抽出 
郵送配布 

郵送回収 

Web 回答 

令和 6 年 8 月 23 日から 

9 月 13 日まで 

1,521 50.7％ 

事業者 
市内事業者 500社を無作為抽

出 
210 42.0％ 

■実施概要 

岡崎市男女共同参画基本計画見直しにあたっての意識・実態調査 

【調査結果報告書】 
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II. 市民調査の結果 

1 属性 

 

  

■性別 

男性

42.4%
女性

57.2%

その他

0.1%

無回答

0.3%
(n=1,521)

■年齢  

1.4

10.0

13.7

19.3

19.7

17.0

18.7

0.2

0% 5% 10% 15% 20% 25%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

無回答

(n=1,521)

■既婚 

既婚(事実婚

などを含む)

72.8%

未婚(離別・

死別含む)

8.3%

未婚(結

婚歴な

し)

18.6%

無回答

0.3%

(n=1,521)

■共働き(既婚のみ) 

8.2

55.5

6.7

4.0

0.3

25.0

0.0

0.3

5.3

25.4

30.3

4.0

23.0

11.5

0.0

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自営業・家業

正社員

パート・アルバイト

契約社員・派遣社員

専業主婦(夫)

無職

その他

無回答 男性 (n=645)

女性 (n=870)

共働き

55.3%

共働きではない

43.5%

無回答

1.2%
(n=1,107)

■職業  
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2 男女の平等感について 

〇9 項目の分野について男女の平等感を尋ねたところ、家庭生活、就職・仕事、政治の場、法律・制度、社会

通念・慣習・しきたりなどの 5 項目で、5 割以上が『男性優遇』(「男性の方が優遇されている」＋「やや

男性の方が優遇されている」)と回答しています。特に、政治の場では、73.9％が『男性優遇』となってお

り、男女の平等感が低い結果となっています。（問 1） 

〇政策や方針を決定する立場への女性参画が低い理由では、「男性中心の組織運営が続いているから」、「家

庭・職場・地域における固定的な性別役割分担や性差別意識が根強いから」が 6 割前後となっています。

（問 2） 

  

65.0

57.9

30.0

29.7

21.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

男性中心の組織運営が続いているから

家庭・職場・地域における固定的な性

別役割分担や性差別意識が根強いから

女性の能力開発を後押し

する体制が不十分だから

女性参画に向けた家族の理

解・協力が不十分だから

政策形成や政治分野に対す

る女性の関心が低いから

(n=1,521)

■問 2 政策や方針を決定する立場への女性参画が低い理由 

■問 1 男女平等の現状について 

17.1

23.5

14.1

19.7

12.8

39.8

17.6

25.8

14.6

37.3

45.2

25.2

28.9

33.3

34.1

33.1

44.0

27.8

34.2

24.1

27.6

32.9

38.6

21.4

39.8

24.6

44.1

7.2

4.5

22.3

11.0

10.2

1.7

4.9

2.8

9.7

2.2

1.1

7.0

4.0

2.5

0.6

2.0

0.7

2.5

1.9

1.6

3.9

3.5

2.6

2.4

2.5

2.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭生活(n=1521)

②就職・仕事(n=1521)

③子育てや保育園・学校とのかかわり

(n=1521)

④親などの介護・看護(n=1521)

⑤学区・町内会など地域の場(n=1521)

⑥政治の場(n=1521)

⑦法律・制度(n=1521)

⑧社会通念・慣習・しきたりなど(n=1521)

⑨趣味・余暇・自由時間の確保(n=1521)

男性の方が優遇されている やや男性の方が優遇されている 男女平等である

やや女性の方が優遇されている 女性の方が優遇されている 無回答
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3 男女の役割分担について 

〇地域活動の役割分担について尋ねたところ、地域行事の指揮監督・取り仕切り、会議・集会などの運営・

取り仕切り、地域の役員・リーダー的役割の 3 項目において「主に男性が担当」の割合が高くなっていま

す。会議・集会などの補佐、お茶くみなどは「主に女性が担当」の割合が高くなっています。（問 3） 

〇地域活動の参加状況では、「参加している」が 48.9％と、令和元年度調査に比べて 8.7 ポイント高くなっ

ています。（問 4）地域活動に参加していない人にその理由を尋ねたところ、「時間がない」が 36.7％と

最も高く、次いで「特に理由はない」が 29.2％となっています。（問 4-1） 

〇防災・災害対策で性別への配慮が必要だと思うことは、「性別に配慮した避難所の施設・設備の充実(例：

女性専用の物干しスペースの設置)」が 66.5％と最も高くなっています。（問 5） 

  

■問 4-1 地域活動に参加していない理由 

■問 3 地域活動の役割分担について 

■問 4 地域活動に参加しているか 

36.7

29.2

27.9

25.2

19.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

時間がない

特に理由はない

関心がない

情報がない

ご近所付き合いが苦手

(n=773)

1.1

3.8

0.9

22.3

0.6

3.6

14.3

4.2

24.6

2.8

8.5

17.4

9.0

10.3

7.0

24.4

34.3

23.3

9.7

21.2

42.2

9.3

40.5

3.6

48.1

19.9

20.3

21.3

29.2

19.7

0.3

0.7

0.8

0.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①地域行事の指揮監督、取り仕切り(n=1521)

②地域行事の担当者、お手伝い(n=1521)

③会議・集会などの運営、取り仕切り(n=1521)

④会議・集会などの補佐、お茶くみなど(n=1521)

⑤地域の役員、リーダー的役割(n=1521)

主に女性が担当 女性が多いが男性も分担 男性と女性が同程度 男性が多いが女性も分担

主に男性が担当 該当なし／わからない 無回答

■問 5 防災・災害対策で性別への配慮が必要だと思うこと 

66.5

46.2

46.1

34.9

23.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

性別に配慮した避難所の施設・設備の充実

(例：女性専用の物干しスペースの設置)

支援物資の供給体制の充実(例：女性用品の

女性による配付、男性用品の男性による配付)

多様な性に配慮した避難所設備・体制の整備

(例：多目的トイレの設置、男女別物資の配布方法

の工夫)

避難所の運営体制の充実(例：男女そ

れぞれの避難所運営スタッフの配置)

災害医療体制の充実(例：男

女の医師・看護師の配置)

(n=1,521)

48.9

40.2

50.8

55.4

0.3

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査(n=1,521)

令和元年度調査(n=1,304)

参加している 参加していない 無回答
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〇共働きの家庭において、家庭での役割分担について 10 項目を尋ねたところ、食事のしたく・後片付け、掃

除、洗濯、買い物、家計の管理の 5 項目において「妻」が 5 割以上となっています。（問 6） 

 

 

 

 

 

〇「男は外で働き、女性は家庭を守るべき」という考え方については、『賛成』(「賛成」＋「どちらかとい

えば賛成」)が 27.2％、『反対』(「反対」＋「どちらかといえば反対」)が 55.8％となっており、『反対』

が『賛成』を上回っています。（問 7） 

 

 

  

■問 6 家庭での役割分担について(共働きの家庭のみ) 

■問 7 「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について 

2.9

24.3 32.7 23.1 15.4 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=1,521)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 無回答

2.5

6.2

5.1

2.3

14.6

0.8

1.6

20.0

0.5

37.0

63.5

56.3

64.6

53.8

55.2

32.7

17.8

9.5

45.5

0.7

27.8

30.1

25.0

38.3

26.8

43.7

19.6

62.0

26.8

58.1

5.1

5.9

4.3

4.6

1.5

3.6

2.9

7.2

1.0

3.4

0.7

0.5

0.7

0.3

0.3

0.2

0.5

0.2

0.2

0.2

0.5

0.7

0.3

0.5

1.3

18.2

56.0

0.8

25.2

0.5

0.3

0.2

0.3

0.8

1.5

0.3

0.8

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事のしたく・後片付け (n=611)

②掃除 (n=611)

③洗濯 (n=611)

④買い物 (n=611)

⑤家計の管理 (n=611)

⑥子育て(子どもの世話・しつけ・教育)        (n=611)

⑦介護(介護の必要な親などの世話、病人の介護)(n=611)

⑧家庭内の重要事項の方針決定 (n=611)

⑨授業参観、保護者会、PTA行事への出席 (n=611)

⑩生活費を稼ぐ (n=611)

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 該当なし 無回答

【参考】「男は外で働き、女は家庭を守るべき」という考え方について（国・愛知県） 

4.5

4.9

28.6

29.6

37.7

40.4

27.1

23.5

2.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国（R6）(n=2,673）

県（R6）(n=1,236) 

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答
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〇子どもの育て方についてどのように思うかは、「男女の区別なく育てることがよい」が 67.1％と最も高く

なり、令和元年度調査に比べて 20.2 ポイント高くなっています。（問 8） 

〇男女のイメージについて尋ねたところ、「③女性は感情的になりやすい」で、『思う』（「そう思う」＋

「どちらかといえばそう思う」）が 55.2％と高くなっています。（問 9） 

〇男性がより家事・育児・介護・地域活動に積極的に参加するために必要なことについては、「夫婦や家族

間のコミュニケーションを図ること」が 51.4％と最も高くなっています。（問 10） 

   ■問 8 子どもの育て方についてどのように思うか 

■問 9 男女のイメージについて 

■問 10 男性がより家事・育児・介護・地域活動に積極的に参加するために必要なこと 

1.9

8.3

14.6

7.2

3.2

10.4

3.7

2.8

7.0

22.9

31.0

40.6

16.4

13.7

33.2

20.2

16.3

18.9

24.1

20.5

15.3

22.4

22.8

24.4

31.3

28.1

20.8

49.4

38.4

27.7

52.1

58.5

30.0

42.9

51.1

51.5

1.8

1.7

1.9

1.8

1.8

2.0

1.9

1.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家事・育児は女性がするべきだ(n=1521)

②組織のリーダーは男性の方が向いている(n=1521)

③女性は感情的になりやすい(n=1521)

④男性は人前で泣くべきではない(n=1521)

⑤家を継ぐのは男性であるべきだ(n=1521)

⑥育児期間中の女性は重要な仕事を担当するべきではな

い(n=1521)

⑦共働きでも男性は家庭よりも仕事を優先するべきだ

(n=1521)

⑧共働きで子どもの具合が悪くなった時、母親が看病す

るべきだ(n=1521)

⑨デートや食事のお金は男性が負担するべきだ(n=1521)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答

51.4

48.5

35.7

31.3

24.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

夫婦や家族間のコミュニ

ケーションを図ること

労働時間の短縮や休暇制度の充実を進め、仕

事以外の時間を多く持てるようにすること

男性が家事などに参加すること

への男性の抵抗感をなくすこと

男性の家事、育児、介護、地域活動への

関心が高まる世の中の気運を高めること

夫婦の両親などの周りの人が、夫婦が役割

分担することを支持し、理解を示すこと

(n=1,521)

18.1

20.3

67.1

46.9

13.0

27.0

1.8

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査(n=1,521)

令和元年度調査(n=1,304)

女の子は女らしく、男の子は男らしく育てることがよい

男女の区別なく育てることがよい

わからない

無回答
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4 性の多様性について  

〇性の多様性に関する言葉の認知について尋ねたところ、『言葉を知っている』(「言葉も意味もよく知って

いる」＋「言葉も意味も何となく知っている」＋「言葉は知っているが、意味は知らない」）割合が、LGBTQ

では 84.7％と高くなっています。（問 11） 

〇性自認や性的指向に悩んだ経験の有無では、「自身の性自認について悩んだことがある」が 1.6％、「自身

の性的指向について悩んだことがある」が 2.4％、「周りの人にアウティングをされたことがある」が 1.1％

となっています。（問 12） 

〇LGBTQ の人たちが暮らしやすい社会になるために必要な支援では、「幼少期からの教育の充実」が 39.8％

と最も高く、次いで「同性婚の法的整備や企業の就業規則改正など社会制度の充実」が 30.4％、「パート

ナーシップ制度の導入・推進」が 26.9％となっています。（問 13） 

   
■問 11 性の多様性に関する言葉の認知 

■問 13 LGBTQ の人たちが暮らしやすい社会になるために必要

な支援 

■問 12 性自認や性的指向に悩んだ経験の有無 

※「上記のような経験はない」 85.6％ 

8.0

2.8

2.4

1.6

1.1

0% 5% 10%

周りの人からカミングア

ウトを受けたことがある

周りに、性自認、性的指向、カミングアウ

ト、アウティングで悩んでいる人がいる

自身の性的指向について悩んだことがある

自身の性自認ついて悩んだことがある

周りの人にアウティングをされたことがあ

る

(n=1,521)

39.8

30.4

26.9

26.0

23.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

幼少期からの教育の充実

同性婚の法的整備や企業の就業

規則改正など社会制度の充実

パートナーシップ制度の導入・推進

いじめや差別を禁止する法律や条例の制定

気持ちや情報を共有できる居場所づくり

(n=1,521)

28.5

2.4

3.2

48.9

10.5

8.5

7.3

9.6

8.7

14.1

75.9

77.8

1.2

1.6

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ＬＧＢＴＱ (n=1,521)

②ＳＯＧＩ (n=1,521)

③アライ (n=1,521)

言葉も意味もよく知っている 言葉も意味もなんとなく知っている

言葉は知っているが、意味は知らない 言葉も意味も知らない

無回答
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5 職業生活について  

〇今後の仕事に関する考えを尋ねたところ、65.4％が働き続けたいと回答しています。（問 14Ａ）また、女

性でも 66.8％が働き続けたいと回答しており、令和元年度調査と大きな差はありません。（問 14Ｂ） 

〇女性が仕事を持つことについてどのように思うかでは、「職業(仕事)は持ち続けたほうがよい」が 65.3％

と最も高くなっています。（問 15） 

〇仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）ができているかでは、「はい」が 47.7％と最も高く、次

いで「どちらともいえない」が 35.2％、「いいえ」が 9.9％となっています。（問 16） 

  

■問 14Ａ 今後、働き続けたいか 

 

 

■問 16 仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）ができているか 

はい

47.7%

いいえ

9.9%

どちらと

も言えな

い

35.2%

わからない

6.0%

無回答

1.1%

(n=1,048)

■問 14Ｂ 今後、働き続けたいか(女性のみ) 

■問 15 女性が仕事を持つことについてどのように思うか 

65.3

17.0

4.3

0.5

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

職業(仕事)は持ち続けたほうがよい

子どもができたら職業(仕事)を辞め、

子どもが大きくなったら再び職業(仕

事)を持つのがよい

結婚または子どもができるまで、職業

(仕事)は持ち続けたほうがよい

職業(仕事)は持たないほうがよい

その他

(n=1,521)

66.8

67.2

31.7

28.4

1.5

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和6年度調査(n=870)

令和元年度調査(n=786)

はい いいえ 無回答

はい

65.4%

いいえ

33.3%

無回答

1.3%
n=1,521
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〇育児休業を取得したことがあるかについて尋ねたところ、「育児休業を取得したことがある、または、取

得中・取得予定である」は 11.2％、「育児休業を取得したことがない」が 16.8％となっています。（問 17）

育児休業を取得しなかった人にその理由を尋ねたところ、「取得しづらい雰囲気が職場にあったから」が

29.8％と最も高く、次いで「仕事が忙しかったから」が 24.3％となっています。（問 17-1） 

〇介護休業を取得したことがあるかでは、「取得中・取得予定」が 1.0％であり、『介護が必要となったが取

得したことはない』（職場に制度あり＋職場に制度なし）が 14．2％という結果となっています。（問 18） 

〇介護休業を取得する際に不安なことでは、「収入の減少」が 36.8％と最も高くなっています。（問 19） 

   

36.8

23.5

20.2

16.2

15.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

収入の減少

職場の理解不足や取得しづらい雰囲気

業務が繁忙であり、職場内への負担

介護の終了時期や介護サービスの空き状況など将

来設計の予測の難しさ

わからない

(n=1,521)

■問 19 介護休業を取得する際に不安なこと 

■問 17-1 育児休業を取得しなかった理由 

■問 18 介護休業を取得したことがあるか 

■問 17 育児休業を取得したことがあるか 

11.2

16.8

26.6

0% 10% 20% 30%

育児休業を取得したことがある、また

は、取得中・取得予定である

育児休業を取得したことがない

育児休業がなかった

1.0

4.9

9.3

0% 2% 4% 6% 8% 10%

介護が必要となり、介護休業を取得したこと

がある、または、取得中・取得予定である

介護が必要となったが、介護休業を取得した

ことはない（職場に介護休業の制度はある）

介護が必要となったが、介護休業を取得した

ことはない（職場に介護休業の制度はない）

(n=1,521) 

(n=1,521) 

※対象ではない（子どもがいない、または、働いていない） 40.4％ 

※介護の必要がないため、介護休業を取得したことはない」 62.8％ 

29.8 

24.3 

19.6 

17.6 

16.1 

0% 10% 20% 30% 40%

取得しづらい雰囲気が職場に

あったから

仕事が忙しかったから

収入を減らしたくなかったから

その他

特にない

(n=271)
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〇仕事と家庭の両立をしていくためにどのような条件が必要か尋ねたところ、「育児休業・介護休業制度を

利用できる職場環境をつくること」が 39.8％と最も高く、次いで「働き続けることや家事・育児を行うこ

とに対し、職場や周囲の理解や協力があること」が 39.7％となっています。（問 20） 

 

 

 

6 DV・ハラスメントについて  

〇DV・デート DV などの言葉の認知では、「言葉も内容も知っている」割合が、身体的 DV、精神的 DV、性的

DV では 8 割以上と高くなっていますが、デート DV では 48.1％と他の項目に比べて言葉の理解度が低くな

っています。（問 21） 

  

39.8

39.7

35.2

33.5

28.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

育児休業・介護休業制度を利用

できる職場環境をつくること

働き続けることや家事・育児を行うことに

対し、職場や周囲の理解や協力があること

育児休業・介護休業中の給付を充実すること

テレワーク、フレックスタイム、短時間勤

務など、柔軟な勤務制度を導入すること

年間労働時間を短縮すること

(n=1,521)

■問 20 仕事と家庭の両立をしていくためにどのような条件が必要か 

■問 21 DV・デート DV などの言葉の認知 

48.1

87.8

85.0

80.2

70.5

16.8

7.8

9.4

12.8

14.9

33.5

3.0

3.8

5.2

12.9

1.6

1.5

1.8

1.8

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①デートDV(n=1521)

②身体的DV(n=1521)

③精神的DV(n=1521)

④性的DV(n=1521)

⑤経済的DV(n=1521)

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答
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〇DV の経験の有無や DV に対する知識について尋ねたところ、「何らかの DV を受けたことがある」という人

は 10.8％となっています。（問 22） 

〇何らかの暴力を受けた際の相談状況について尋ねたところ、「相談した」は 27.3％となっています。（問

22-1）また、相談先としては「友人」「家族」の割合が高く、公的な機関より身近な人に相談していること

がわかります。（問 22-2） 

〇何らかの暴力を受けた際に「相談しなかった」割合は 70.9％であり（問 22-1）、相談しなかった理由とし

ては「相談しても解決すると思わなかったから」が 53.8％と最も高くなっています。（問 22-3） 

 

 

  

27.3 70.9 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=165)

相談した 相談しなかった

無回答

■問 22-1 DV 被害についての相談をしたか 

■問 22 DV の経験の有無や DVに対する知識 

■問 22-2 (相談した場合)どこに相談したか 

64.4

51.1

20.0

15.6

11.1

11.1

0% 20% 40% 60% 80%

友人

家族

市役所

知人

警察

その他

(n=45)

■問 22-3 (相談しなかった場合)相談しなかった理由 

53.8

38.5

33.3

27.4

23.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

相談しても解決すると思わなかっ

たから

自分さえ我慢をすればよいと思っ

たから

どこ(だれ)に相談すればよ

いのかわからなかったから

相談するほどのことではないと

思ったから

相談する勇気がなかったから、

または、相談するのが恥ずかし

かったから

(n=117)

3.2

10.8

9.9

5.5

71.8

59.6

0.7

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

何らかのDVをしたことがある

何らかのDVを受けたことがある

身近な人の中にDVをした、または、

DVを受けた人がいる

身近な人からDVに関する相談を受けたことがある

DVが社会問題になっていることを知っている

DVが人権侵害であることを知っている

その他

無回答

(n=1,521)
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〇相談窓口の認知について尋ねたところ、「知っている」の割合が最多でも「岡崎市 DV 相談窓口」の 21.1％

にとどまっており、相談窓口の認知度が低いといえます。（問 23） 

 

 

〇ハラスメント被害経験について 7 つの項目について尋ねたところ、「受けたことがある」という人の割合

は、「パワー・ハラスメント」が 24.5％、「セクシャル・ハラスメント」「モラル・ハラスメント」が 1

割前後となっています。（問 24） 

〇ハラスメント防止のために必要な対策では、「職場の支援、雇用主や経営陣のより一層の関与」が 48.7％と

最も高くなっています。（問 25） 

  

■問 23 相談窓口の認知 

■問 24 ハラスメント被害経験について 

■問 25 ハラスメント防止のために必要な対策 

■問 23Ａ 岡崎市 DV 相談窓口の認知 

（DV 被害者もしくは身近に DV 被害者がいる人のみ） 

■問 23Ｂ 岡崎市女性相談窓口の認知（女性のみ） 

21.1

13.5

4.7

8.6

73.0

80.1

88.8

85.0

5.9

6.4

6.5

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①岡崎市DV相談窓口(n=1521)

②岡崎市女性相談窓口(エール)(n=1521)

③岡崎市男性相談窓口(n=1521)

④岡崎市LGBTQ電話相談窓口(n=1521)

知っている 知らない 無回答

29.5 68.3 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DV被害経験があるまたは身近な人に

DV被害者がいる(n=315)

知っている 知らない 無回答

18.5 74.8 6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性(n=870)

知っている 知らない 無回答

48.7

47.3

45.8

31.3

21.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

職場の支援、雇用主や経

営陣のより一層の関与

ハラスメントに関する正しい

知識の研修や啓発活動の充実

法律や制度の充実による行政・

専門機関のより一層の関与

身近な相談体制の充実

加害者に対するカウンセリングの実施

(n=1,521)

24.5

9.5

2.1

0.5

14.3

0.5

1.3

26.8

17.6

7.2

3.9

15.1

2.2

2.8

45.5

68.4

85.9

90.6

66.5

92.4

91.0

3.2

4.5

4.8

5.0

4.1

4.9

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①パワー・ハラスメント(n=1521)

②セクシュアル・ハラスメント(n=1521)

③マタニティ・ハラスメント(n=1521)

④パタニティ・ハラスメント(n=1521)

⑤モラル・ハラスメント(n=1521)

⑥ケア・ハラスメント(n=1521)

⑦SOGIハラスメント(n=1521)

受けたことがある 自分は受けたことはないが周りに被害者がいる

自分も受けたことがないし、周りにも被害者はいない 無回答
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7 岡崎市の施策について 

〇男女共同参画社会を実現するために岡崎市に期待することを尋ねたところ、「仕事・家庭・地域活動の両

立を進めるまちづくり」が 48.1％と最も高く、次いで「社会における制度や慣行を見直し、男女平等を進

めるまちづくり」が 41.1％、「多様な性を理解・尊重し、互いの人権を尊重したまちづくり」が 37.4％と

なっています。（問 26） 

  

■問 26 今後岡崎市に期待すること 

48.1

41.1

37.4

32.1

21.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事・家庭・地域活動の

両立を進めるまちづくり

社会における制度や慣行を見直し、

男女平等を進めるまちづくり

多様な性を理解・尊重し、互い

の人権を尊重したまちづくり

就労支援が充実したまちづくり

暴力のないまちづくり

(n=1,521)
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III. 事業所調査の結果 

1 属性 

  
■従業員規模 

充足して

いる

32.9%

充足して

いない

46.2%

どちらと

もいえな

い

21.0%

(n=210)

■従業員の人数の充足 

男性

84.3%

女性

15.7%

(n=3,642)

■役職者の男女比 ■従業員の平均年齢・平均勤続年数 

0.5

26.7

21.4

3.8

1.0

5.2

12.9

1.4

5.2

1.0

11.4

0.0

7.6

1.9

0% 10% 20% 30%

農林漁業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

無回答

(n=210)

■業種

16.7

67.1

14.3

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満

10～100人未

満

100人以上

無回答

(n=210)

区分 平均年齢 平均勤続年数

正規従業員(男性) 43.6歳 15年11ゕ月

正規従業員(女性) 38.2歳 11年4ゕ月

非正規従業員(男性) 55.9歳 10年11ゕ月

非正規従業員(女性) 48.3歳 7年5ゕ月
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2 育児・介護について 

〇育児休業取得率は、出産した従業員が 94.5％、配偶者が出産した従業員で 60.8％となっており、出産した

従業員はほとんどが取得しています。また、配偶者が出産した従業員の「育児休業を取得した」割合は令

和元年度(4.8％)に比べて大幅に高くなっています。(問 1） 

○男性の育児休業の取得促進を進めるうえで支障となる事由として「仕事の多忙さや人手不足」が 47.1％と

なっています。（問 5） 

〇配偶者の出産を機に男性の働き方に配慮しているかでは、『配慮している』(「積極的に配慮している」＋

「ある程度配慮している」）が 54.8％と最も高くなっています。（問 3）また、育休からの復帰支援とし

て取り組んでいることについては、「特に何もしていない」が 45.2％と最も高くなっています（問 4） 

〇介護休業を取得した人数は「0 人」の会社が圧倒的に多く（問 2）、支障となる事由として「仕事の多忙さ

や人手不足」が 48.6％となっています。（問 6） 

  

■問 3 配偶者の出産を機に男性の働き方に配慮しているか 

47.1

31.9

25.2

23.8

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事の多忙さや人手不足

その人にしかできない仕事が存在しているこ

と

収入の減少を気にする従業員がいること

育児休業の対象となる男性従業員が少ない、

または前例がないこと

特にない

(n=210)

■問 5 男性の育休取得を進めるうえで支障となる事由 

48.6

31.9

26.2

21.4

18.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事の多忙さや人手不足

その人にしかできない仕事が存在して

いること

収入の減少を気にする従業員がいるこ

と

介護休業の対象となる従業員が少な

い、または前例がないこと

特にない

(n=210)

■問 6 介護休業の取得を進めていくうえで支障となる事由 

■問 4 育休からの復帰支援として取り組んでいる 

ことはあるか 

■問 1 育児休業の取得率 ■問 2 介護休業を取得した人数 

45.2

36.7

18.1

11.9

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特に何もしていない

職場復帰する方には短時間勤務や残業

抑制などの制度を適用している

育児休業中の事業状況など、社内情報

を提供している

育児に関する制度(子の看護休暇、特

別休暇等)の情報提供や研修を行って

いる

職場復帰前に、スムーズな復帰を支援

するための面談や研修などを実施して

いる

(n=210)

介護休業平均取得期間（男性） 5か月5日

介護休業平均取得期間（女性） 1か月16日

94.5

60.8

5.5

39.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出産した従業員

(n=163)

配偶者が出産した従業員

(n=306)

育児休業を取得した 育児休業を取得しなかった

8.6 46.2 12.4 6.7 24.8 1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=210)

積極的に配慮している ある程度は配慮している あまり配慮していない

配慮していない わからない 無回答

97.1

97.1

2.4

1.9

0.5

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性従業員

(n=210)

女性従業員

(n=210)

0人 1人 2人以上

出産した従業員の
育児休業平均取得期間

1年6か月

配偶者が出産した従業員の
育児休業平均取得期間

5か月
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3 ハラスメントについて 

〇ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況について 7 つの項目について尋ねたところ、パワー・

ハラスメント、セクシャル・ハラスメントの 2 項目において『取り組んでいる』(「取り組んでいる(3 年以

上)」＋「取り組んでいる(3 年未満)」)の割合は 5 割以上と高くなっています。（問 7） 

〇取組内容としては「相談窓口の設置」「就業規則等に規定」の割合が高くなっています。（問 7-1） 

  

■問 7 ハラスメントに関する防止策や対応策等の取組状況 

■問 7-1 どのような取組を行っているか 

相談窓口の
設置

就業規則等に
規定

研修の実施
マニュアルの

整備
定期的な調査 その他 無回答

①パワー・ハラスメント 56.5% 57.4% 36.5% 10.4% 12.2% 3.5% 5.2%

②セクシュアル・ハラスメント 59.4% 62.3% 35.8% 11.3% 10.4% 3.8% 2.8%

③マタニティ・ハラスメント 58.0% 55.6% 27.2% 8.6% 13.6% 4.9% 4.9%

④パタニティ・ハラスメント 55.2% 56.7% 22.4% 10.4% 14.9% 6.0% 7.5%

⑤モラル・ハラスメント 51.3% 44.9% 24.4% 9.0% 17.9% 5.1% 7.7%

⑥ケア・ハラスメント 53.3% 53.3% 20.0% 6.7% 18.3% 6.7% 5.0%

⑦カスタマー・ハラスメント 50.0% 36.4% 24.2% 9.1% 21.2% 6.1% 9.1%

32.4

30.0

24.8

18.6

19.0

17.1

15.2

22.4

20.5

13.8

13.3

18.1

11.4

16.2

16.2

16.2

18.1

20.5

20.5

23.3

21.0

27.6

31.9

41.9

46.2

41.0

46.7

46.2

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①パワー・ハラスメント (n=210)

②セクシュアル・ハラスメント (n=210)

③マタニティ・ハラスメント (n=210)

④パタニティ・ハラスメント (n=210)

⑤モラル・ハラスメント (n=210)

⑥ケア・ハラスメント (n=210)

⑦カスタマー・ハラスメント (n=210)

取り組んでいる(3年以上) 取り組んでいる(3年未満)

取り組んでいない(近々、取り組む予定あり) 取り組んでいない(取り組む予定なし)

無回答
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4 多様な働き方について 

〇多様な働き方を推進するための制度の有無について尋ねたところ、「制度あり」の割合について育児休業

で 71.0％、介護休業で 58.1％にとどまっていることがわかります。（問 8） 

〇多様な働き方を推進するうえで支障となる事由では、「休業者の代替の人材確保が難しいこと」が 47.1％

と最も高く、次いで「多忙なため、必要な体制整備に向けた担当者の確保(人や時間)が難しいこと」が 26.2％

となっています。（問 9） 

〇LGBTQ などの従業員への配慮についてでは、「特に何もしていない」が 67.1％で最も高くなっています。

（問 10） 

   

■問 10 LGBTQ などの従業員への配慮について 

■問 8 多様な働き方を推進するための制度の有無 

■問 9 多様な働き方を推進するうえで支障となる事由 

47.1

26.2

20.0

18.6

13.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

休業者の代替の人材確保が難しいこと

多忙なため、必要な体制整備に向けた担

当者の確保(人や時間)が難しいこと

役員や管理職の取組意識、知識、ノウハ

ウが不足していること

特にない

職種(事務系・技術系)によって制度の適

用に差が生じること

(n=210)

71.0

48.6

42.4

6.2

58.1

40.0

8.1

52.9

50.5

43.3

25.2

35.2

30.5

6.7

15.2

20.5

23.3

14.8

21.0

23.8

19.5

16.7

16.2

18.1

17.1

21.4

19.5

32.9

33.8

66.7

25.2

36.7

64.3

25.2

29.5

37.1

52.4

43.8

44.3

2.9

3.3

3.3

3.8

1.9

2.4

3.8

2.4

3.3

3.3

4.3

3.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①育児休業(n=210)

②育児に関する特別休暇(n=210)

③産後パパ育休(出生時育児休業)(n=210)

④「育休職場応援手当」などの育休

取得者を支える同僚向け制度(n=210)

⑤介護休業(n=210)

⑥介護に関する特別休暇(n=210)

⑦育児・介護をする従業員への経済的支援(n=210)

⑧短時間勤務や隔日勤務(n=210)

⑨育児・介護に伴う時間外労働の制限(n=210)

⑩フレックスタイム制・変形労働時間制(n=210)

⑪転勤・配置転換の配慮(n=210)

⑫非正規からの転換制度(n=210)

⑬離職者への再雇用制度(n=210)

制度あり 制度なし(導入を検討中) 制度なし(導入の検討もなし) 無回答

67.1

16.2

10.0

10.0

8.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

特に何もしていない

採用時における配慮や公正な人事評価を

行っている

ハラスメント相談窓口においてSOGIハラ

スメントの相談に対応している

誰もが活用しやすい福利厚生や休暇制度

を整えている

性的指向・性自認などに関するハラスメ

ント(SOGIハラスメント)について社内規

程などに記載している

(n=210)
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〇テレワークの実施状況では、『実施している』（「実施している（新型コロナウイルス感染拡大より前に

始めていた）」＋「実施している（新型コロナウイルス感染拡大を機に始めた）」）が 17.2％となってい

ます。令和元年度調査ではテレワークを実施している事業者は 4.9％となっており、テレワークを実施し

ている事業者割合が 12.3ポイント高くなっています。（問 11） 

〇テレワークを進めていくうえで障害となっていることでは、「適した業務がない・わからない」が 61.4％

と最も高くなっています。（問 12） 

5 女性活躍推進について 

〇女性従業員の働き方についてでは、「出産するまで働いて、育児休業後に(育児が一段落してから)復職す

る女性が多い」が 25.7％と最も高くなっています。（問 13） 

〇管理職の登用にあたって女性を積極的に登用しようと考えているかでは、「能力に応じて登用していきた

い」が 43.8％と最も高くなっています。（問 14） 

  

■問 12 テレワークを進めていくうえで障害と 

なっていること 

43.8

16.2

14.8

12.4

10.5

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

能力に応じて登用していきたい

わからない

特に増やしていく考えはない

積極的に登用していきたい

意欲次第で登用していきたい

無回答

(n=210)

■問 14 管理職の登用にあたって女性を積極的に登用しようと 

          考えているか 
■問 13 女性従業員の働き方について 

25.7

22.4

10.5

9.5

6.7

25.2

0% 10% 20% 30%

出産するまで働いて、育児休業後に(育児

が一段落してから)復職する女性が多い

結婚前・出産前の女性よりも、子育てが一

段落した後に就職してくる女性が多い

結婚・出産しても、長くは休まず、仕事を

続ける女性が多い

出産を機に退職する女性が多い

結婚を機に退職する女性が多い

無回答

(n=210)

■問 11 テレワークの実施状況 

61.4

24.8

23.3

22.9

13.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

適した業務がない・わからない

情報漏えいへの懸念

勤務時間数の把握など

勤怠管理が困難

設備・環境の用意が大変

コミュニケーションの

不安による効率低下

(n=210)
2.4

14.8

8.6

2.4

8.6

62.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

実施している(新型コロナウイルス

感染拡大より前に始めていた)

実施している(新型コロナウイルス

感染拡大を機に始めた)

新型コロナウイルス感染拡大を

機に始めたが、現在は実施していない

現在検討・計画中である

必要性は感じているが、

実施はしていない

いまのところ取り組む予定はない

(n=210)

実施している 
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〇管理職への女性登用を進めるうえで支障となる事由についてでは、「女性従業員が少ないこと」が 29.5％

と最も高くなっています。（問 15） 

〇女性従業員の活躍に向けて事業所が取り組んでいることでは、「特に何もしていない」が 36.2％と最も高

くなっています。（問 16） 

〇従業員の募集や採用状況について 7 つの項目を尋ねたところ、すべての項目において「いいえ」の割合が

9 割前後となっています。（問 17） 

  

■問 15 管理職への女性登用を進めるうえで支障となる事由 

29.5

25.2

23.3

22.4

13.8

0% 10% 20% 30% 40%

女性従業員が少ないこと

特にない

管理職への昇進を希望しない女性

が多いこと

ロールモデル(模範・先例となる

人材)がいないこと

管理職になる前に退職してしまう

女性が多いこと

(n=210)

36.2

31.4

25.7

22.9

14.8

0% 10% 20% 30% 40%

特に何もしていない

女性を積極的に正社員として雇用

している

仕事と家庭の両立に向けた制度や

体制を充実させている

性別により異なる評価をすること

のないよう、人事評価基準を定め

ている

育児・介護休業取得の有無にかか

わらず能力に応じて昇進させてい

る

(n=210)

■問 16 女性従業員の活躍に向けて事業所が取り組んでいること 

■問 17 従業員の募集や採用状況について 

0.5

1.0

1.9

2.9

1.4

93.3

94.3

98.1

96.7

91.0

93.3

88.6

4.8

3.8

0.5

1.4

5.2

1.9

8.1

1.4

1.0

1.4

1.9

1.9

1.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①「男性は30歳未満、女性は25歳未満」、「女性は自宅通勤者に限る」

など、男女で異なる条件を設けている(n=210)

②募集要項を男子校や女子大に限って配布したり、

学校に推薦を依頼する際に性別を指定したりしている(n=210)

③男女ごとに異なる会社案内資料を配布したり、

会社説明会などの実施日や会場を分けたりしている(n=210)

④採用試験の応募や実施時期、

試験内容などを男女が異なる方法で行っている(n=210)

⑤面接時において、女性にだけ結婚・出産後の就業意思や

残業・転勤への可否などの質問をするようにしている(n=210)

⑥「男性は幹部候補、女性は補助業務」、「総合職は男性のみ、一般職

は女性のみ」といった方針で採用している(n=210)

⑦キャリアブランクのある人材は積極的に採用していない(n=210)

はい いいえ 場合によっては 無回答
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6 男女共同参画社会について 

〇国や県が定めている認証制度等の認知度について 4 つの項目に尋ねたところ、すべての項目において「知

らない」が 6 割前後となっており、認知度が低いといえます。（問 18） 

〇多様な働き方を実現するために事業所として取り組むべきことでは、「仕事と家庭を両立するための制度

の構築・充実、利用しやすい職場環境づくり」が 45.7％と最も高くなっています。（問 19） 

〇多様な働き方を実現するために岡崎市に求める施策では、「女性の就労継続や再就職支援」が 21.0％と最

も高くなっています。（問 20） 

 

■問 18 国や県が定めている認証制度の認知度 

■問 19 多様な働き方を実現するために事業所として取り組むべきこと 

■問 20 多様な働き方を実現するために岡崎市に求める施策 

21.0

20.5

18.6

18.1

18.1

0% 5% 10% 15% 20% 25%

女性の就労継続や再就職支援

業種別など多様な働き方の推進に向けたきめ

細かな支援

法律や制度に関する情報提供や相談窓口の充

実

事業者のニーズにそった人材育成支援

特にない

(n=210)

1.0

1.9

8.1

20.0

30.5

38.1

25.2

18.1

67.1

58.6

65.7

61.0

1.4

1.4

1.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①えるぼし認定(n=210)

②くるみん認定(n=210)

③あいち女性輝きカンパニー(n=210)

④ファミリー・フレンドリー企業(n=210)

取得している 知っている 知らない 無回答

45.7

19.0

17.1

15.2

13.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

仕事と家庭を両立するための制度の構築・充実、利用し

やすい職場環境づくり

育児・介護休業制度の活用促進

に向けた従業員への働きかけ

研修や能力開発の機会の充実

子育てや介護などでいったん

退職した人の再雇用の促進

ハラスメント防止措置の徹底

(n=210)


